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研究成果の概要（和文）： 本研究は，災害時に情報の空白地帯として問題視されている離島や沿岸域に多く存
在する小型船舶に主眼を置く。具体的には，災害時，免許不要な簡易AISを用いて通信手段を確保しつつ，簡易
AISで取得できる小型船舶の位置情報とG空間情報に紐づけされた情報に付加価値を付け可視化し，被災海域特定
や支援要請情報につなげるシステムの設計と機能を提案した。さらに，本研究の平時利用としてのAIS普及を目
指したAIS記録データ処理ツールを試作，評価，そして，運用段階へと発展させ，評価した。

研究成果の概要（英文）： This study focuses on small vessels navigating islands and coastal areas. 
These areas have some problems with information gap during disaster. Many small vessels do not have 
common communication tools. Therefore, for maritime safety, the recommended class B AIS should be a 
common communication tool for small vessels. We proposed that Class B AIS seted on small vessels use
 information linked to their location and geospatial information. In other words, we proposed the 
system design and the function that supports  the visualization of the added value and demand 
information using Class B AIS data.
 In addition, as a typical application during not disaster of this research, we developed and 
evaluated an AIS data processing tool for the purpose of dissemination, and evaluated it to the 
operation stage.

研究分野： 情報学

キーワード： 海上ITS　G空間情報　安全安心システム　運航実績評価　災害時情報支援　小型船舶

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
G空間情報は，地理空間情報活用推進基本法において規定されている。AISは，海上共通システムを実現するため
に，国際的条約SOLAS によって定められ，船舶相互間で衝突回避等に活用されており，海上交通においてG空間
情報を扱うシステムといえる。しかし，AIS義務装備対象外の中小型船舶は，沿岸域を航行する全船舶の内3分の
2以上を占めているが，あまりAISが普及していない。利用促進するためのアプリケーション開発が期待されてき
た。本研究では，簡易AISを用いたG空間情報の効果的な活用ができるAIS普及を対象とした取組みの成果であ
り，全船舶の安全航行に対して多大な利益を与えることが期待できる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 通信手段の確保は，防災や減災を目的とした被災者の支援活動の際に重要である。特に被災
地域における被災者から発信する情報には，具体的な支援要請情報や支援連携のための共有情
報などの緊急性の高い情報があるため，迅速にかつ双方向の通信を行うことが望ましい。これ
らのことは，「自律的無線ネットワークによる被災情報提供システム（総務省防災科学技術研究
推進制度受託研究）」で被災地ヒヤリング調査により明らかにした。しかし，2011 年東北地方
太平洋沖地震など近年の地震被害においても，未だ，既設の通信網が利用不能または困難とな
るため，情報の空白地域が発生する問題が顕在化している。また，小型船舶のように通信機器
の搭載義務がなく，主となる通信機器が携帯電話であるような海上移動体においては，海上に
おいて情報孤立する問題も顕在化している。今後発生すると予想される大規模災害の被害想定
においても，小型船舶等の海上移動体の情報孤立が懸念されている。その一方で，被災地内の
位置データに紐づけされたソーシャル情報やパーソナル情報等（G 空間情報，Geospatial 
information）が，被災地外からの被災地特定や支援要請情報に繋がったこと等が報告されてい
る。そのため，災害時にも有効な，小型船舶操縦者のための通信手段を確保し，小型船舶にお
いても位置情報と G空間情報を活用できる手段の確立が急務となっている。 
 本申請研究では，災害時，小型船舶操縦者が情報孤立することを防ぐことが目的である。小
型船舶の通信手段として簡易 AIS（Class B AIS）に着目し，簡易 AIS で得られた大量情報から，
蓄積した位置情報と G空間情報に紐づけされた情報を地図上で可視化し，被災地特定や支援要
請情報に繋げるシステムについて研究を実施する。 
 
２．研究の目的 
 本研究は，災害時に情報の空白地帯として問題視されている離島や沿岸域に多く存在する小
型船舶に主眼を置く。具体的には，災害時，小型船舶操縦者の情報孤立を防ぐため，免許不要
な簡易 AIS を用いて通信手段を確保しつつ，簡易 AIS で取得できる小型船舶の位置情報と G空
間情報に紐づけされた情報に付加価値を付け地図化し，被災海域特定や支援要請情報につなげ
るシステム機能を提案し，計算機シミュレーションと実証実験によりその評価を行う。 
 
３．研究の方法 
本研究は，離島や沿岸域に多く存在する小型船舶に主眼を置く。具体的には，災害時，免許

不要な簡易 AIS を用いて通信手段を確保しつつ，簡易 AIS で取得できる小型船舶の位置情報と
G 空間情報に紐づけされた情報に付加価値を付け可視化し，被災海域特定や支援要請情報につ
なげるシステムの設計と機能を提案した。さらに，本研究の平時利用としての AIS 普及を目指
した AIS 記録データ処理ツールを試作，検討を行った。そして，運用段階へと発展させ，評価
した。  
（1） 大島商船高等専門学校が所有する簡易 AIS を設置した小型船舶（簡易 AIS 局）と周辺

海域に存在する簡易 AIS 局，AIS 受信局（陸上）を通信モデル化し，通信評価を行った。 
（2） AIS 受信局から得られる巨大な蓄積情報を被災地特定や支援要請情報に繋がるシステ

ムの機能を提案し，実証実験を通じて評価した。具体的には，位置情報とＧ空間情報
に紐づけされた情報の利活用を検討するため，AIS 受信局で記録したデータを用いた処
理ツールを開発・利用評価を行った。 

 
４．研究成果 
(1)簡易 AIS 局を含めた通信モデル化と通信評価 
 陸上 ITS では，図 1に示すようなプローブ技術がある。この技術は，個々の自動車や人をプ
ローブ（探査針）とみなし，各プローブから得られる各種プローブデータを収集し，データに
付加価値を付け，個々の自動車や人，さらには
交通社会全体に提供するものである。これを海
上 ITS に置き換えてみると、船をプローブとし
て用いるプローブシップ技術が必要であり，AIS
を用いれば実現できる可能性があることに着目
する。AIS の伝送データは，メッセージの種類
を表す Message ID が付与され，送信間隔も異な
る。この MessageID の種類と送信間隔の組み合
わせにより，通信モデル化を行い，情報に付加
価値を付けることができる可能性を評価した。
この際，詳細な通信モデル化を行うためには，
船種，航行海域，気象・海象など，船体に影響
を与えるあらゆる条件を考慮する必要がある。
その中で，小型船舶の簡易 AIS 局の場合は，海
面から低いところに簡易 AIS 用の VHF アンテナ
を設置し，沿岸域を航行する。その結果，周辺地形と船速を重視した通信モデルが必要となる
ことについて言及することができた。 
 

図 1：G 空間情報としてのプローブデータの活用 



(2)簡易 AIS を用いた G空間情報の効果的な活用法の検討 
①位置情報に着目した G空間情報の利活用 
 沿岸域と小型船舶，および船舶間との情報の送受信を簡易 AIS 局を用いて実施した。免許不
要な簡易 AIS では，送信情報は小型船舶に設置した GPS から得られる位置情報と位置情報から
計算される諸情報に限られる。そのため，GPS から得られる位置情報に着目し，大島商船高等
専門学校の所在地である自治体が管理している定期船運航管理業務用に構築したシステムで得
られる定期船の位置情報の効果的な活用方法について検討した。 
 この定期船運航管理は，自治体が，定期船の運航管理業務のため，各船の入港・出航を管理
するために設置した目的を持つ。それは，全ての運航管理を直接監視し行うためには，地理的
にも難しく，人件費もかかること，複数の定期船を同時に運航管理するためのシステムを導入
する必要があるためである。検討の結果，位置情報だけ用いた場合においても，定期船の場合
は，ほぼ同じ航路を時刻表通りに航行するため，異常時を把握しやすいことが分かった。また，
継続した記録データ蓄積により，Ｇ空間情報として，位置情報から計算される針路や船速につ
いても，平時／非常時を区別するための情報，災害時の支援対象海域の早期把握のための情報
となりうることが分かった。 
 
②平時利用の簡易 AIS データ利用ツール開発と被災状況把握への発展 
 簡易 AIS を用いた G 空間情報の効果的な活用を広く行っていくためにも，AIS 義務化船以外
の多くの船舶に AIS が搭載されて，AIS デー
タが多く収集することができれば，様々な応
用可能性のあるプローブデータがより豊富
に入手できることへとつながっていく。図 2
に示すような流れで，平時利用のアプリケー
ションツールの開発を行った。具体的には，
手作業で手間がかかり，かつデータとしては
大雑多である一連の運航管理作業を，AIS 陸
上局で受信した AIS記録データから得られる
位置情報と速力・稼働時間，そして船舶固有
の静的なデータをもとに，運航管理書類を作
成時にボタン一つクリックするだけで，運航
実績を自動的に集計・作成するアプリケーシ
ョンツールである。主に港周辺海域を低速で
航行する簡易 AISを設置した実習艇に年間を
通じて適応させたが，これまでの手作業より
も詳細な情報把握が可能となった。本研究成果より，海上の小型船舶の簡易 AIS 局において，
通信品質を確保した上で，定期船や運搬船のような，変針操船が少なく，運航時の速力の変化
も小さい場合は，状況把握を行う上では支障はないことが分かった。加えて，被災時把握をす
るためには，対象となる小型船舶の運航状況を平時から把握しておくことで，被災時把握の発
展可能性について評価することができた。 
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図 2：簡易型 AIS のデータを利活用したツール 
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